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（２） 　最大判 1949（昭和 24）年５月 18 日刑集３巻６号 839 頁。


























（３） 　戸松秀典『憲法訴訟』（有斐閣、2008 年）276 頁以下参照。
（４） 　市川・前掲注（1）282 頁以下参照。





























誌 20 巻３号（1971 年）59 頁がある。
（９） 　最大判 1966（昭和 41）年 10 月 26 日刑集 20 巻８号 901 頁。昭和 33 年の春闘に際し、
全逓信労働組合の役員が、東京中央郵便局の職員に対して争議行為をそそのかしたと
して起訴された事件である。
















































（13） 　最大判 1960（昭和 35）年 7月 20 日刑集 14 巻 9 号 1243 頁（東京都公安条例事件判決）。
（14） 　最大判 1969（昭和 44）年 10 月 15 日刑集 23 巻 10 号 1239 頁（「悪徳の栄え」事件判決）。




論的基礎（上）（下）」ジュリスト 1363 号 64 頁・1364 号 108 頁（2008 年）、佐々木弘
道「猿払事件判決批判・覚書」成城法学 77 号（2008 年）49 頁、長岡徹「国公法・政
治的行為の禁止事件上告審の基本論点」法の科学 42 号（2011 年）142 頁、駒村圭吾「憲
法的論証の型」法学セミナー 679 号（2011 年）62 頁、宍戸常寿「『猿払基準』の再検討」
法律時報 83 巻５号（2011 年）20 頁、野坂泰司『憲法基本判例を読み直す』（有斐閣、
2011 年）第 18 章、阪口正二郎「猿払事件判決と憲法上の権利の『制約』類型〔最高裁
昭和 49.11.6 判決〕」論ジュリスト１号（2012 年）18 頁等がある。







































































































（有信堂、2016 年）28 頁、井上一洋「Affirmative Actionをめぐる平等観の対立と厳格
審査基準の適用方法」広島法学 36 巻２号（2012 年）31-3 頁を参照。
（18） 　以下、高橋・前掲注（15）64-76 頁参照。








リスト 1089 号（1996 年）171 頁参照。
（21） 　高橋・前掲注（15）71 頁参照。この点、高橋教授は、猿払基準の③の利益衡量のこ
とを、基準なしの審査と呼び、基準に従った審査である審査基準論と対比している。






















































（24） 　最判 1981（昭和 56）年６月 15 日刑集 35 巻４号 205 頁。
（25） 　最判 1993（平成５）年３月 16 日民集 47 巻５号 3483 頁。
（26） 　最判 2007（平成 19）年２月 27 日民集 61 巻１号 291 頁。
（27） 　最判 2007（平成 19）年９月 18 日刑集 61 巻６号 601 頁。
（28） 　高橋・前掲注（19）24 頁参照。
（29） 　最大判 1981（昭和 56）年６月 22 日民集 37 巻５号 793 頁。

























（30） 　最大判 1992（平成４）年７月１日民集 46 巻５号 437 頁。
（31） 　第一家永教科書訴訟判決（最判 1993（平成５）年３月 16 日民集 47 巻５号 3483 頁）
においても、同様の判断がなされている。










































（33） 　いずれの事件も一審判決（東京地判 2006（平成 18）年６月 29 日判例集未搭載、東
京地判 2008（平成 20）年９月 19 日判例集未搭載）は有罪であったが、堀越事件控訴
審判決（東京高判 2010（平成 22）年３月 29 日判タ 1340 号 105 頁）は無罪、世田谷事
件控訴審判決（東京高判 2010（平成 22）年５月 13 日判タ 1351 号 123 頁）は有罪と結
論を異にしていた。両判決に関する評釈として、蟻川恒正「国公法２事件最高裁判決
を読む」法学セミナー 697 号（2013 年）26 頁、木下智史「国公法 102 条の『政治的活動』
の禁止について無罪とされた事例」TKC ローライブラリー（2013 年）１頁、青柳幸一
「猿払基準の現在の判決への影響」法学教室 388 号（2013 年）4頁、中林暁生「憲法判
例としての国公法二事件上告審判決」法律時報 85 巻５号（2013 年）62 頁、市川正人「国
公法二事件上告審判決と合憲性判断の手法」法律時報 85 巻５号（2013 年）67 頁、木
村草太「公務員の政治的行為の規制について－大阪市条例と平成 24 年最高裁二判決」
法律時報 85 巻２号（2013 年）74 頁、駒村圭吾「さらば。香城解説 !?－国公法違反被
告事件最高裁判決と憲法訴訟のこれから」法学セミナー 698 号（2013 年）46 頁、宍戸
常寿「国家公務員の政治行為に対する刑事罰」ジュリスト 1466 号（2014 年）24 頁、
長岡徹「公務の中立性と公務員の中立性の間 -最高裁国公法二事件判決の意義」関西
学院大学紀要『法と政治』64 巻４号（2014 年）277 頁、中曽久雄「国公法 102 条１項
の合憲性－－堀越事件判決（最判平成 24 年 12 月７日刑集 66 巻 12 号 1337 頁）を読む」
愛媛法学会雑誌 43 巻（１・２号）（2016 年）153 頁、同「猿払基準の行方」愛媛法学
























































（34） 　青柳・同書４頁、12 頁参照、市川・同書 67-8 頁参照。











































































（41） 　芦部信喜『憲法学Ⅱ人権総論』（有斐閣、1999 年）208-12 頁参照。それゆえに、芦
部教授は、「この手法は、国家権力が第三者的な仲裁者としての立場で、対立するほぼ
同じ程度に重要な権利の調節をおこなうような場合に原則として限定して用いるのが
妥当」だとし、その典型例として①表現の自由とプライバシー権とが衝突する場合、
②報道の自由（取材の自由）と公正な裁判の実現とが衝突する場合を挙げている。
